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安堵町の給与・定員管理等について  

１ 総括 

 (1) 人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 

 

住民基本台帳人口 

     (22年度末) 

歳 出 額 

        Ａ 

実質収支 

 

人 件 費 

      Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

(参考) 

21年度の人件費率 

22年度 
              人 

7,887 

      千円 

2,768,304 

    千円 

416,767 

    千円 

712,262 

      ％ 

25.7 

              ％ 

25.5 

 

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区 分 

 

職員数 

    Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 B/A 

 

 

 

 

(参考)類似団体平均 

一 人 当 た り 給 与 費       給  料 職員手当    期末･勤勉手当    計 Ｂ 

22年度 
    人 

86 

    千円 

315,778 

    千円 

54,513 

    千円 

117,500 

    千円 

487,791 

       千円 

5,672 

        千円 

 

   （注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

２ 職員数は、平成 22 年 4 月 1 日現在の人数である。 

 

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

      

（注）１  ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準 

を示す指数である。 

    ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均 

したものである。 

 

 

 

２ 一般行政職給料表の状況（平成２３年４月１日現在） 

（単位：円）  

 １ 級  ２ 級  ３ 級  ４ 級  ５ 級  ６ 級  

１号給の給料 135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600 

最高号給の 

給 料 月 額 
243,700 307,800 354,700 388,300 400,600 422,600 
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３ 職員の平均給与月額、初任給等の状況  

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在） 

    ①一般行政職  

  

 

 

 

 

 

区 分 平 均 年 齢      平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 
（国ベース） 

安堵町 43.9 歳 314,438 円 366,733 円 354,301 円 

奈良県 43.8 歳 344,039 円 424,235 円 385,028 円 

国 42.3 歳 327,205 円 ― 397,723 円 

類似団体  歳  円  円  円 

    ②技能労務職   

区  分 

公  務  員 民   間 参考 

平均年齢 職員数 平均給料月額 
平均給与月額 
（Ａ） 

平均給与月額 
（国ベース） 

対 応 す る

民間 

の類似職種 

平均年齢 
平均給与月額 
（Ｂ） 

Ａ／Ｂ 

安堵町 47.1 歳  9 人 260,256 円 302,818 円 287,503 円 ― ― ― ― 

 うち清掃職員 44.8 歳  6 人 271,017 円 330,430 円 307,457 円 
廃棄物処理

業従業員 
44.6 歳 290,600 円 1.14 

奈良県 50.7 歳 137 人 372,188 円 429,874 円 407,466 円 ― ― ― ― 

国 49.5 歳 3,689 人 283,862 円 － 321,662 円 ― ― ― ― 

類似団体   歳   人 円      円     円 ― ― ― ― 

 

区  分 

参   考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員 
（Ｃ） 

民間 
（Ｄ） 

Ｃ／Ｄ 

安堵町 ― ― ― 

 うち清掃職員 5,574,977 円 4,035,300 円 1.38 

   ※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成 20～22 年の３ヶ年平 

均） 

   ※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致し

ているものではない。 

   ※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を 12 倍したものに、公務員

においては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試

算値である。 

 

  （注）１ 「平均給料月額」とは、平成 23 年 4 月 1 日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均であ 

      る。 

         ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤 

      務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明ら 

かにされているものである。 

        また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特 

      殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算し 

たものである。 

 

 (2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在） 

区    分 安 堵 町 奈 良 県 国   

  

  

  

一般行政職 
大 学 卒 172,200 円  178,800 円     172,200 円  

高 校 卒         140,100 円  144,500 円       140,100 円  

技能労務職 高 校 卒 140,100  円  135,150 円 － 
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 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在） 

区    分 
経験年数 10 年 

以上 15 年未満 

経 験 年数 15年  

以 上 20年 未 満  

経 験 年数 20年  

以 上 25年 未 満  

一般行政職 
大 学 卒 264,410 円 313,175 円 333,375 円 

高 校 卒    199,067 円 263,950 円 273,500 円 

技能労務職 
高 校 卒    199,500 円 該当者なし 245,700 円 

中 学 卒  該当者なし 該当者なし 279,100 円 

 

 

 

４ 一般行政職の級別職員数等の状況  

 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比  
 

 
 
 

 
 

                               

      
 
 

 

 

１ 級 主 事 、 技 師  
         人 

 ４ 

        ％ 

 7.3 

２ 級 主 事 、 技 師  
         人 

 ３ 

        ％ 

 5.5 

３ 級 主 事 、 技 師  
         人 

１７ 

        ％ 

30.9 

４ 級 係 長 、 主 査  
         人 

１５ 

        ％ 

27.3 

５ 級 主 幹 、 課 長 補 佐  
         人 

 ６ 

        ％ 

10.9 

６ 級 理 事 、 課 長  
         人 

１０ 

        ％ 

18.2 

  （注）１ 安堵町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

       ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 
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５ 職員の手当の状況 

 (1) 期末手当・勤勉手当 

  

 

 

  

 

 

  

 

安  堵  町 奈  良  県 国 

1 人当たり平均支給額（22 年度） 

     1,306   千円 

1人当たり平均支給額（22度） 

     1,623   千円 

― 

 

（22度支給割合） 

 期末手当      勤勉手当 

   2.60 月分    1.35 月分 

  (  1.45 )月分   ( 0.65 )月分 

（22年度支給割合） 

   期末手当      勤勉手当 

    2.60  月分    1.35  月分 

 ( 1.45 )月分  ( 0.65 )月分 

（22年度支給割合） 

   期末手当      勤勉手当 

    2.60  月分    1.35  月分 

 ( 1.45 )月分  ( 0.65 )月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・役職加算    5～15％ 

 （加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・役職加算     5～20％ 

・管理職加算   10～20％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置              

・役職加算     5～20％ 

・管理職加算   10～25％ 

 （注） (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 

 (2) 退職手当（平成２３年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

  

安   堵   町  国   

  

  

  

  

  

  

  

（支給率）       自己都合    勧奨・定年 

勤 続 2 0 年             23.5 月分  30.55月分 

勤 続 2 5 年             33.5 月分   41.34月分 

勤 続 3 5 年             47.5 月分   59.28月分 

最高限度額        59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

（退職時特別昇給     なし     ） 

1人当たり平均支給額  2,629千円 20,879千円 

（支給率）       自己都合    勧奨・定年

勤 続 2 0 年            23.5 月分  30.55月分

勤 続 2 5 年            33.5 月分   41.34月分

勤 続 3 5 年            47.5 月分   59.28月分 

最高限度額       59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置                           

 定年前早期退職特例措置 （2～20％加算） 

 （注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、20～22 年度に退職した職員に支給された平均額である。                                                         

 

 (3) 地域手当 

（平成２３年４月１日現在） 

支 給 実 績（22年度決算） 10,051 千円  

 

 

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 115,524 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

全 地 域      ３    ％     88     人     ３    ％ 

 

 (4) 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在） 

支給実績（22年度決算）    69        千円  

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）                       5,750         円  

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）                   13.8         ％  

手当の種類（手当数）    ４  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

町税徴収手当 町税事務主管課職員 庁外における町税の徴収  日額 400 円 

伝染病防疫作業従事手当 伝染病防疫作業従事職員 伝染病防疫作業  日額 500 円 

水・火災出動手当 水・火災時出動職員 水・火災の対応  １回 3,000 円 

犬猫等死体処理手当 犬猫等死体処理職員 犬猫等死体処理  日額 1,000 円 
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 (5) 時間外勤務手当 

支給実績（22 年度決算）           14,479   千円  

職員 1 人当たり平均支給額（22 年度決算）           201   千円  

支給実績（21年度決算）  8,791   千円  

職員1人当たり平均支給額（21年度決算）             156   千円  

 

(6) その他の手当（平成２３年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 国の制度 

との異同 

国の制度と 

異なる内容 

支給実績 

（22年度決算） 

支給職員１人当た 

り平均支給年額 

（22 年度決算） 

扶 養 手 当      

配偶者 13,000 円、その他扶

養親族 6,500 円、配偶者が

ない場合 1 人目 11,000 円、

特定期間加算 5,000 円 

同  12,068 千円 223,494 円 

住 居 手 当      

借家 27,000 円（上限）、持

家 2,500 円（新築・購入か

ら 5 年経過後 1,000 円） 

異 

（一部） 

持家 5 年経

過後支給無

し 

 2,348 千円  61,818 円 

通 勤 手 当      

交通機関利用 定期券の価

額（最高限度額 55,000 円）、

自動車等使用 距離に応じ

2,000 円～24,500 円 

同   3,089 千円  48,272 円 

管理職手当 
役職に応じ給料月額の 8～

12％ 
異 

職務級、職に

応じ定めら

れた額 
 7,184 千円 422,551 円 

 

 

６ 特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）  

区     分 給 料 月 額 等                     

給 

 

 

料 

  

町     長 

 

副   町   長  

 

 

   780,000    円 

（           円） 

  650,000  円 

（           円） 

（参考）類似団体における最高／最低額 

      876,000 円／  520,000 円 

 

       728,000 円／   360,000 円 

 

報 

 

 

酬 

議     長 

 

副  議  長 

 

議     員 

 

          305,000    円 

（        円） 

   260,000   円 

（        円） 

  250,000   円 

（        円） 

       370,000 円／  205,000 円 

 

       320,000 円／  165,000 円 

 

       300,000 円／  146,000 円 

 

期 

末 

手 

当 

町     長 

副   町   長  

       （22年度支給割合） 

             2.95     月分 

議     長 

副  議  長 

議     員 

       （22年度支給割合） 

             2.95     月分 

退 

職 

手 

当 

 

町     長 

副   町   長  

 （算定方式）          （１期の手当額）      （支給時期） 

給料月額 × 勤続年数 × 520/100   16,224千円   任期毎又は任期通算 

給料月額 × 勤続年数 × 330/100    8,580千円   任期毎又は任期通算 

備   考  

  (注) 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８ 

月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 
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７ 職員数の状況  

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 

                                                         （各年４月１日現在） 
          区 分 
部 門 

職  員  数 対 前 年 
増 減 数 

主 な 増 減 理 由 
平成22年 平成23年 

普 
 

通 
 

会 
 

計 

 

部 

 
門 

一 
般 
行 
政 
部 
門 

議 会  
総 務  
税 務  
民 生  
衛 生  

農 林 水産  
 

土 木  

 2 
13 
 5 
28 
17 
 3 
 

 5 

 2 
15 
 5 
30 
14 
 2 
 1 
 3 

 
 2 
 

 2 
△ 3 
△ 1 
 1 
△ 2 

 
組 織 変更  
 
育 児 休業 補 充  
退 職 不補 充 等  
組 織 変更 等  
  〃  
  〃  

計 73 72 △ 1 
＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数        人 

（類似団体の人口１万人当たり職員数     人） 

教育部門 14 11 △ 3 事 務 統廃 合 等  

小   計 87 83 △ 4 
＜参考＞ 

人口１万人当たり職員数        人 

（類似団体の人口１万人当たり職員数        人） 
公  
営  
企会 
業計 
等部 
 門 

水 道  
下 水  

そ の 他  

 3 
 2 
 6 

 3 
 1 
 6 

 
△ 1 
  

 

組織変更 

小   計 11 10 △ 1 
 

合  計 
98 

[ 129] 
93 

[ 129]  
△ 5 

[  ] 
＜参考＞ 
人口１万人当たり職員数       人 

 （注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

    ２ [     ]内は、条例定数の合計である。 

 

(2) 年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在） 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

区 分 
20歳 

 
未満 

20歳 

～  
23歳 

24歳 

～  
27歳 

28歳 

～  
31歳 

32歳 

～  
35歳 

36歳 

～  
39歳 

40歳 

～  
43歳 

44歳 

～  
47歳 

48歳 

～  
51歳 

52歳 

～  
55歳 

56歳 

～  
59歳 

60歳 
 

以上 
計 

職員数 
人 

0 
人 

0 
人 

1 
人 

7 
人 

14 
人 

12 
人 

12 
人 

14 
人 

9 
人 

14 
人 

9 
人 

0 
人 

92 
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 (3) 職員数の推移 

（単位：人・％） 

年度 

部門別 
18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

過去５年間 

の増減数(率) 

一般行政  87  83  79  79  73  72  △15（△17.2） 

教  育  15  14  14  14  13  10   △5（△33.3） 

普通会計計 102  97  93  93  86  82 △20（△19.6） 

公営企業等会計計   9  10  11  10  11  10   1（11.1） 

総合計 111 107 104 103  97  92 △19（△17.1） 

  （注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。 

 

 

 

８ 公営企業職員の状況 

 水道事業 

   ① 職員給与費の状況 

     決算 

区 分 

総費用 

 

    Ａ 

純損益又は

実質収支 

 

職員給与費 

 

      Ｂ 

総費用に占める 

職員給与費比率 

    Ｂ／Ａ 

 (参考) 

21年度の総費用に占

める職員給与費比率 

22年度 
  千円 

150,115 
       千円 

 6,328 
     千円 

21,296 
           ％ 

14.2 
                ％ 

13.2 
 

区 分 
職員数 

    Ａ 

給     与     費 一人当たり 

給与費 B/A 
 

( 参 考 )市 町 村 平 均  

一 人 当 た り 給 与 費      給  料 職員手当    期末･勤勉手当    計 Ｂ 

22年度 
   人 

3 
    千円 

11,577 
    千円 

1,585 
    千円 

4,331 
    千円 

17,493 
       千円 

5,831 
       千円 

 

     （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

２ 職員数は、平成２３年３月３１日現在の人数である。 

  

 ② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２３年４月１日現在） 

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額  

 

 

安 堵 町      47.2 歳    346,420 円 491,238 円 

団 体 平 均     歳    円  円 

       （注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 

    ③ 職員の手当の状況 

     ア 期末手当・勤勉手当 

安   堵   町 市 町 村（ 政 令指 定都 市を 除 く） 平 均  

１人当たり平均支給額（22年度）      

         1,444   千円 

１人当たり平均支給額（22年度）      

               千円 

（22年度支給割合） 

        期末手当       勤勉手当 

        2.60 月分     1.35  月分 

      (   1.45 )月分  ( 0.65 )月分 

（22年度支給割合）                    

          期末手当      勤勉手当 

                 月分            月分 

      (      )月分 (      )月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・ 役 職加 算   5～ 15％  

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

 

       (注)  (  )内は、再任用職員に係る支給割合である。 
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     イ 退職手当（平成２３年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

    

安   堵   町  市町村（政令指定都市を除く）平均   

  

  

  

  

  

  

  

（支給率）       自己都合    勧奨・定年 

勤 続 2 0 年             23.5 月分  30.55月分 

勤 続 2 5 年             33.5 月分   41.34月分 

勤 続 3 5 年             47.5 月分   59.28月分 

最高限度額        59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

(退職時特別昇給        制度なし          ) 

1人当たり平均支給額    退 職 者 無 し  

（支給率）       自己都合    勧奨・定年

勤 続 2 0 年            23.5 月分  30.55月分

勤 続 2 5 年            33.5 月分   41.34月分

勤 続 3 5 年            47.5 月分   59.28月分 

最高限度額       59.28月分   59.28月分 

その他の加算措置                           

 定年前早期退職特例措置 （2～20％加算） 

(退職時特別昇給                      ) 

1人当たり平均支給額         千円 
 

     ウ 地域手当 

（平成２３年４月１日現在） 

支 給 実 績（22年度決算） 372 千円  

 

 

 

 

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算） 123,874 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 
一般行政職の制度

（支給率） 

全 地 域     ３   ％      ３     人     ３    ％ 

 

   エ 特殊勤務手当（平成２３年４月１日現在） 

      

      

      

      

      

       

支給実績（22年度決算）                      ―          千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（22年度決算）                      ―          円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（22年度）                      ―          ％ 

手当の種類（手当数）  １  

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

危険手当 危 険 物取 扱 職員  塩 素 ガス 等 危険 物取 扱業 務   月額 1,000円 

 

     オ 時間外勤務手当                                                          

支給実績（22 年度）                 15      千円 

職員 1 人当たり平均支給年額（22 年度）                  8      千円 

支給実績（21年度）                ―       千円 

職員1人当たり平均支給年額（21年度）                 ―       千円 

       （注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

 

     カ その他の手当（平成２３年４月１日現在）                                                

      

      

      

      

  

手当名 内容及び支給単価 
一般行政

職の制度

との異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 

（22 年度決算） 

支給職員1人当た

り平均支給年額 

（22年度決算） 

扶養手当 

配偶者13,000円、その他扶

養親族6,500円、配偶者がな

い場合1人目11,000円、特定

期間加算5,000円 

同 

 千円 

320 

         円 

160,000 

住居手当 

借家27,000円（上限）、持

家2,500円（新築・購入から

5年経過後1,000円） 
同 

 千円 

318 

         円 

159,000 

通勤手当 

交通機関利用 定期券の価

額(最高限度額55,000円)、

自動車等使用 距離に応じ 

2,000円～24,500円 

同 

 千円 

 70 

         円 

 35,000 

管理職手当 
役職に応じ給料月額の8～ 

10％ 
異 

（一部） 

支給率は 8 

～13% 

千円 

490 

         円 

490,450 
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９ 職員の任免、服務、研修の状況 

(1) 職員の任免 

    採用及び退職（平成 22 年 4 月 1 日から平成 23 年 3 月 31 日までの間） 

   採用  2 人、  退職  6 人 

 

(2) 勤務時間 

始業時間 終業時間 休憩時間 

午前 8 時 30 分 午後 5 時 15 分 午後 0 時～午後 1 時 

    （注） 就業時間及び休憩時間は、勤務場所の事情により異なります。 

 
(3) 年次有給休暇 

制 度 概 要 平均取得日数（平成 22 年） 

1 年につき 20 日付与。現年度分について 20 日

を上限に繰り越し可。 
8.5 日 

 

 (4) 特別休暇 

    結婚、出産、子の看護、親族の死亡に伴う行事、骨髄液提供、夏季における諸行事・心身の健康の維持

及び増進、その他特別な事由により勤務しないことが相当であると認められる場合に、各休暇の種類別に

定められた期間を付与 

 

(5) 分限及び懲戒処分（平成 22 年度） 

分限処分及び懲戒処分 ： 該当なし 

 

 (6) 研修の状況 

主  催 研 修 名 参加人数 

奈良県市町 村

職員研修セ ン

ター 

一般研修 
新規採用職員研修（第一部・第二部）、係長級研修、

管理者研修、中堅職員研修 
４人 

専門研修 

人事労務管理研修、法学研修（民法）、固定資産税（家

屋）評価実務研修、固定資産税（償却資産）研修、女

性職員エンパワー研修、政策法務研修、折衝・交渉力

向上研修、広報研修、カウンセリング研修、問題発見

・解決能力向上研修、行政政策課題別研修 

１３人 

 

 (7) 福祉及び利益の保護 

   ① 定期健康診断の実施      全職員対象 

   ② 奈良県市町村職員共済組合による事業 

職員及びその家族に対する医療等必要な給付、年金や一時金の給付、健康保持増進事業や保養所の

運営、住宅資金等の貸付が行われます。 

   ③ 公務災害補償 

      業務上の災害又は通勤による災害を受けた場合、地方公務員災害補償基金奈良県支部から一定の補

償が行われます。 

22 年度     1 件 

 

 (8) 勤務条件に関する措置の要求、不利益処分に対する不服申立て（平成 22 年度） 

     該当なし 


